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２０２４年３月３１日現在

（単位：円）

　科　　目 金　　額  　科　　目 金　　額

資　産　の　部 負　債　の　部

　流動資産 11,464,772,404  　流動負債 10,216,817,845

現金及び預金 185,045,287 営業未払金 3,877,684,494

営業未収金 4,066,752,590 未払金 343,539,628

棚卸資産 51,907,405 未払費用 834,654,827

営業前払金 623,892,923 未払法人税等 317,377,800

前払金 7,604,719 未払消費税等 458,146,800

前払費用 57,809,073 営業前受金 4,151,794,859

短期貸付金 6,273,681,849 預り金 228,291,037

未収金 197,546,912 前受収益 5,328,400

立替金 531,646

　固定資産 866,649,062  　固定負債 576,744,288

有形固定資産 118,525,222 預り保証金 250,787,677

建物附属設備 58,119,887 退職給付引当金 315,876,611

器具備品 60,405,335 役員退職慰労引当金 10,080,000

無形固定資産 48,305,450

ソフトウェア 47,834,408

電話加入権 39,000 負　債　合　計 10,793,562,133

権利金 432,042 純　資　産　の　部

投資その他の資産 699,818,390 　株主資本 1,537,859,333

差入保証金 273,258,971 資本金　 100,000,000

長期前払費用 54,616,412 資本剰余金 1,137,617,426

繰延税金資産 371,777,927 資本準備金 150,000,000

長期債権 3,274,787 その他資本剰余金 987,617,426

貸倒引当金 △ 3,109,707 利益剰余金 300,241,907

利益準備金 30,870,000

その他利益剰余金 269,371,907

別途積立金 455,000,000

繰越利益剰余金 △ 185,628,093

(うち、当期純利益 　　 879,183,253)

　純　資　産　合　計 1,537,859,333

資　産　合　計 12,331,421,466 負債・純資産合計 12,331,421,466

貸　借　対　照　表



個 別 注 記 表 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を適用しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産・・・・・・定率法を適用しております。 

 ただし、2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は、

定額法を適用しております。 

 

（２）無形固定資産・・・・・・定額法を適用しております。 

 なお、ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を適用しております。 

            

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金・・・・・・・ 売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）退職給付引当金・・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理しております。 

（３）役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

                 

４．重要な収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を適用しており、約束し

た財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる

金額で収益を認識しております。 

募集型・受注型企画旅行等の旅行事業については、旅行期間内で旅程管理という履行義務が充足される

と判断していることから、旅行代金を対価として、旅行期間にわたり収益を認識しております。 

また、Meeting, Incentive Travel, Convention, Exhibition（MICE）・セールスプロモーション(SP)等

の旅行外事業については、事業の開催期間および契約期間の進行に応じて履行義務が充足されると判断

していることから、進行基準での収益を認識しております。 



５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）グループ通算制度・・・・グループ通算制度を適用しております。 

 

【会計方針の変更に関する注記】 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021 年６月 17日。以下「時

価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首より適用し、時価算定会計基準適用指針第 27－

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわた

って適用することといたしました。これによる計算書類等への影響はありません。 

 

【収益認識に関する注記】 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．重要な収益

及び費用の計上基準」に記載の通りであります。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

        短期金銭債権   6,759,057,227円 

        短期金銭債務    487,643,991円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額          321,880,213 円 

 

３．顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高 

（単位：円） 

 当事業年度 

顧客との契約から生じた債権 3,938,259,326円 

契約資産(注 1) 128,493,264 円 

契約負債(注 1) 1,377,047,045円 

(注 1)貸借対照表上、契約資産は営業未収金に、契約負債は前受金に含まれております。 

 

 

 

 

 



【株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   発行済株式は普通株式で 12,000株であります。 

 

２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

該当事項はありません。 

 

 

 


